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（1）住宅セーフティネットの確保、公的賃貸住宅ストックの維持管理・更新

セーフティネットの中核とし
て、真に住宅に困窮する者
（低額所得者）に公平かつ
的確に賃貸住宅を供給

低額所得者、高齢者、障
害者等の民間賃貸住宅への
円滑な入居の促進を支援

[住宅確保要配慮者あんしん
居住推進事業等]

交付金等による支援

事業主体：地方公共団体 事業主体：民間事業者
地方住宅供給公社等

公営住宅

公的賃貸住宅
（地域優良賃貸住宅など）

入居の円滑化のための
枠組みの整備

高齢者世帯、障害者世帯、
子育て世帯等に対する居住
環境が良好な賃貸住宅を供給
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（2）住宅セーフティネットの確保、公的賃貸住宅ストックの維持管理・更新
①公的賃貸住宅のストック数（平成25年度末）
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（2）住宅セーフティネットの確保、公的賃貸住宅ストックの維持管理・更新
②公営住宅ストックの建設年度別分布

昭和40年代 昭和50年代 昭和60年代
平成7～16年

昭和30年代昭和20年代

平成17年～
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（2）住宅セーフティネットの確保、公的賃貸住宅ストックの維持管理・更新
③公営住宅の供給実績の推移

（戸）
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（2）住宅セーフティネットの確保、公的賃貸住宅ストックの維持管理・更新
④公営住宅の入居者属性（平成25年度末）
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※ 公営住宅の応募倍率（平成25年度）

全国平均 6.6倍 東京都 23.6倍 大阪府 11.6倍 三大都市圏以外 3.4倍
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1% 月収10.4万以下

月収12.3万以下

月収13.9万以下

月収15.8万以下

月収18.6万以下

月収21.4万以下

月収25.9万以下

月収31.3万以下

月収31.3万超

収入未申告

【入居者（世帯主）の年齢】 【入居者の収入】
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